
予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費　　　
	事業名　耕作放棄地再生利用総合支援補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　農政部農村振興課農村支援係　電話番号：058-272-1111（内2673）

　　　　　　　E-mail： c11427@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       2,000 千円（前年度予算額： 2,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	要求額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	決定額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
  　　担い手の減少と高齢化により、営農条件の不利な地域を中心として耕作放棄地が増加している中、優良農地の確保と有効利用を進めるため、耕作放棄地の再生から営農定着までを一貫して支援し、耕作放棄地の解消を図る。
（２）事業内容

　　　耕作放棄地再生利用総合支援補助金
　　　　・条件不利な耕作放棄地において、耕作放棄地の再生と営農再開に取り

組む農業者等に対し、営農継続に必要な経費や販売促進経費を一定の
期間を定め補助する。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　（従来分）
　　・定額助成（10aあたり10万円かつ50万円上限）
　　・対象経費は資材費のみとし、設置に係る人件費は実施主体の負担とする。
　　　（拡充分）
　　・定額助成（10a当たり10万円かつ50万円上限とする）を解消後５年間の

期間を定め助成する。助成対象は、国交付金から外れる部分の土づくりの

ための経費や、販売促進に係る経費等

（４）類似事業の有無
　　・耕作放棄地再生利用緊急対策交付金（国庫）
　　・上記事業の対象経費は、草刈・抜根・土壌改良（２年目まで）、関連施設
整備（ハウス、市民農園等）等となっており、県事業の対象経費である鳥
獣防止柵、防草シートや解消後３年目以降の土づくりのための経費は含ま
れていない。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	2,000
	耕作放棄地再生利用総合支援補助金

	
	
	

	合計
	   2,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・ぎふ農業・農村基本計画「４－４－２豊かで住みよい農村づくり」
　　・岐阜県長期構想「Ⅳ　美しい自然と環境を守る『清流の国』づくり

－１　森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る」

（２）後年度の財政負担
　　　岐阜県長期構想の目標年次である平成３０年度までは拡充項目を踏まえ

継続実施する。
　　　（H27～30：3,000千円/年）
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	耕作放棄地再生利用総合支援補助金

	補助事業者（団体）
	耕作放棄地の再生と営農再開に取組む農業者等

	補助事業の概要
	（目的）耕作放棄地の再生に取り組んでいる担い手に
対し、再生から営農定着までの一貫した支援を実施し

耕作放棄地の解消を推進。

（内容）国交付金の対象とならない部分について助成
を行い、営農の継続、定着に向けた部分を重点的に助
成する。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（解消面積10aあたり10万円を上限。50万円上限）

	補助効果
	耕作放棄地解消後の営農定着につながる。

	終期の設定
	終期３２年度

（理由）次期　県農業・農村基本計画に合致


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　耕作放棄地の解消面積は、H23、H24年度をピークに減少傾向。
　優良農地を確保しながら、耕作放棄地を各種事業の活用により解消を進め、
　各種関係機関と連携を図り支援を行うとともに、営農を担う担い手を掘り

起こす。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H26年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	1 耕作放棄地の解消面積（ha/年）
	71
	70
	70


	
	H23年度
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

	補助金交付実績
	－千円
	－千円
	2,502千円
	500千円
	(予算額)
2,000千円
	(要求額)
2,000千円

	指標①目標
(累計)
	70ha

(70ha)
	70ha

(140ha)
	70ha

(210ha)
	70ha

(280ha)
	70ha

(350ha)
	  70ha

(420ha)

	指標①実績
（累計）
	 222ha

(222ha)
	181ha

(403ha)
	93ha

(496ha)
	71ha

(567ha)
	70ha

(637ha)
	70ha

(707ha)

	指標①達成率
	317％
	258％
	132％
	100％
	(推計値)
100％
	(推計値)
100％


（前年度の成果）

	耕作放棄地重点支援地区を各農林事務所管内に設置し、重点的に支援を行うための支援チーム員活動を開始。耕作放棄地生成利用緊急対策交付金（国庫）による耕作放棄地の再生に加え、耕作放棄地再生利用総合支援補助金（県単）による鳥獣害防止柵や防草シートの設置を実施することで、営農継続に関する条件が整えられつつある。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　一度、耕作放棄地になった農地はやはり地力は落ち、通常の平均単収まで

回復するためには時間、手間、我慢が必要である。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	県内の農村地域では農業従事者の高齢化や減少による労働力不足や増加する鳥獣による作物被害により、耕作放棄地の面積は2010年センサスでは、5,490haと前回調査時から大幅に増えており、2015年度センサスもその傾向が続くと思われる。耕作放棄地を解消し、農地を良好な状態で維持・保全することは、食料自給率の向上のほか、県土の保全にとって必要性の高い事業といえる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	国交付金の実施地区の半数が本補助金を活用している。耕作放棄地発生の要因である鳥獣被害、畦畔管理の労力不足等の解消が、特に中山間地域において耕作放棄地の再生、営農再開へのインセンティブとなっているといえる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	実施地区においては、被害を与える獣種にあわせた防止柵を導入するなど効率化が図られている。


（事業の見直し検討）

	岐阜県における耕作放棄地の面積は、2010年の世界農林業センサスでは5,490haと前回に比して約1,700ha増加し、食料自給率の低下の一因となっている。また、農地は県土の保全、水源のかん養、自然環境の保全など、多面的機能を有しているが、耕作放棄により、農地を良好な状態で維持されず、多面的機能が低下している。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）　国交付金を活用し、耕作放棄地の再生から営農定着までの一貫した支援を実施する。また、中山間地域等の地形的条件不利地域においても営農継続できる条件整備を整え、耕作放棄地の解消を推進する。


